














































らず、多くの研究領域に いてしばし 引証される。その半面、研究史に即してすぐのちにくわしく述べるように、人的構成の内実という、いわば組織体として 基礎的な事実の解明については依然未解明の課題がのこる。本稿は従前、解明できなかったこの点に注目する。　
この課題のもつ研究史上の意義について 方法の提示に先立ち説明する。本稿の課題は、ふたつの

























の史料調査の成果に立ち、 『琉球教育』 『沖縄教育』を通史的 精査すること より結実 た基礎的な成果である。半面、当該総覧は、①各年の正月号 掲載された年賀挨拶記事に依拠してお 、年内の異動をはじめ捕捉されていない事実関係が多 。②とく 一九一〇 代から一九二〇年代 は捕捉で
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必需とする。それは、沖縄人と大和人との関係という同書において焦点化された課題に直結する。すなわち、沖縄県教育会におい 、一部の例外をのぞき、その指導層は大和人により占有されていたこと、その一方、おなじく「沖縄人の教育会の主要な地位への参入」が一九二〇年代以後に顕在化し、同時期からは、むしろ「沖縄人と大和との対立だけではなく、沖縄人有力者の間での教育観・社会観・沖縄観の違い」が教育会の運営に影響をおよぼしたと同書は指摘する（以上、 八一頁） 。あらかじめ記せば、こ 分析結果そのも は傾向 してかならずしもあやまりではな 。くわえて「編集権」という視点にもとづき、術語の適否は措くとし も同会を「抗争・葛藤の舞台」として捉 ようとしたことは同書によりもたらされた知見である。しか 、出身地 沖縄であるか他府県であるかとい 類別が焦点化されることで、学歴や職歴については断片的に取り上げられる みであり、教育会の人的構成の内実、それがどのように推移し かを描き出す は たらない。　
他方、後著は沖縄県教育会における人的構成について 一九四〇年代前半にほぼ限定されるとは
え、地方部会長にいたるまで体系的に捕捉する。 も後著では、人的構成にお る人物 入れ替わ
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なじ） 。その前提のうえで関係規則 照 せば、総裁の兼務体制はつぎの三段階を経 ことがわかる。すなわち、第一段階として、知事を総裁 して規定した明確な根拠がない当初の時期がある。桧垣がそうであるように、同時期に 知事が別途、在任していたにもかかわらず、書記官が総裁 兼務した場合がふくまれる（おおむね一九一五年以前。補注
12に示した、規則①～⑤参照。以下、おなじ） 。第







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































. 表１におなじ。①『台湾総督府職員録』一八九七年、 『任免裁可書・明治三十六年・任免』巻一九（国立公文書館所蔵） 、②『任免裁可書・昭和三年・任免』巻一二（国立公文書館所蔵） 、③ 茗渓会客員会員名簿』一九三九年、 『任免裁可書・明治三十二年・任免』巻七（国立公文書館所蔵） 、④『叙位裁可書
　
明治三六年・叙位』巻五（国立公文書館所蔵） 、⑤『琉球新報』一八九八年九月九日、⑥『庁府





























かをのぞき、氏名の下に当該役職に在任中の職位を判明するかぎり括弧書きで記載した。一部に正確な役職名を確認できなかった場合がある。また 姓のみが確認できることから記載をひかえた場合（ 「賀数幹事」として『沖縄教育』一四二号 九八頁に記載）がある。
　
同表にもとづく分析に立ち入る前に、あらかじめ実務層の所掌事項、選出方法と定数などを必要な




















とえば、同表で単年として記載した場合でも、実際にはその後も継続して在任していたことが想定できるためである。そ うえでいえば、比較的短い期間にとどま 場合が目立つ一方、在任期間が一〇年以上の場合が二名ある（大山武輔、諸見里朝清） 。つぎ 各類別の分析に移る。　
まず、出身地類別では、不詳の九名をのぞけば、五八名のうち、六割以上を占める三五名が沖縄出
身である。その傾向は一九二〇年代を境に顕在化しており、すくなく も一九三〇年代以後の実務層は、沖縄出身者によりほぼ専有され 傾向を強める。逆に一九二〇年代以前では、沖縄出身の実務層は少数にとどま こうした事実経過について 、すで 引照したようにこれま にも指摘されてきた。本稿では、この背景 はなにがあるのかにまで分析をすすめる。その 、つぎにみる学歴類別、
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かわる。本稿では現時において可能なかぎりの史料調査の成果に依拠することで、同会における人的構成の変容過程について、その通史的な視野を切り拓いた。沖縄出身者の位置に留意して確認すれば、それは指導層、および実務層に区分し 、それぞれを以下のように集約できる。まず、指導層にかかわりつぎの知見が得られた。すなわち、同会にお て総裁を知事が、会長を内務部長が、副会長を学務課長が兼務するという、広く知られた、兼務体制が確立したのは一九二五年以後のことである。すくなくとも一九一五年以前の総裁 兼 体制は 評議員会、あるいは代議員による一定 手続きを経て決定されてお 、関係規則においてかな ずしも自明では かった。おなじく ・副会長については、教育系列と行政系列の両系列が相互に複合的に組み合わさることで通史的に推移した。先行研究との照合として示したように、指導層はそ ほとんどが他府県出身者に専有され、沖縄出身者は
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限定された一部の例外にとどまった。つぎに実務層について、総計で六七名を分析対象とすることで、その変容過程をあらたに解明した。幹事・主事の人的構成には一九二〇年代を境として大きな変容が確認された。同年代以前にみられた混在型から変容を遂げ、沖縄師範学校を卒業したのち、小学校長などを歴任し 教育系列により専有化 ていた。しかも、指導 とは対照的に、判明 ているかぎり沖縄出身者が全体としてみれば六割以上を占めた。この傾向は一九三〇年代以後 さらに強まり、実務層は沖縄出身者による専有にまで変容した。これらの事実経過 、いずれも従来の研究におい 断片的にのみ捕捉されるという水準 とどまってきた。本稿により、指導層と実務層に区分のうえ、同会における役職者の変容過程につい の通史的な視野があら 確立した。この点は本稿の基礎的な成果として位置づけられる。　
もうひとつの知見は、沖縄県教育会における人的構成を総体として捉えることにかかわる。本稿は、












































































	 くわえて事実関係にかかわり 当該総覧には氏名表記に誤記が目立つなど基本的な問題がある（同表中の誤記として「杉浦外世四郎」 「白石金次郎」 「勅使河原博」 「赤城愛太郎」 「渡嘉敷唯巧」ほか） 。
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このほかの関係規則に「沖縄 定款施行細則」 『琉球教育』一〇七号 一九〇五年五月（ 一巻）があ
る。同記事は正確には「沖縄教育会定款施行細則案」と記載されるが、掲載誌『琉球教育』次号において、当該題目の「案」が誤記であるため、文言を削除する旨、記載がある。この経過にかんがみて、ここではあらかじめ「案」をのぞいて 載す 。 「本会記事」 『琉球教育』一〇八号、一九〇五年六月（一一巻） 。
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21）	 前者の事例として、 「本会総集会の状況」 『琉球教育』四四号、一八九九年一一月（五巻） 、 「会報」 『沖縄教育』七号、一九〇六年九月（一巻）がある。後者として「第二六回総会記事」 『沖縄教育』八〇号、一九一二年一二月（六巻）ほか。このように同段階における会長・副会長の選出は関係規則の運用をめぐり実際には過渡的な傾向を示していた ことが如実に現れた総 でのやりとりとして、 「役員改選」 『沖縄教育』五三号、一九一〇年九月（二巻）が挙げられる。
（
22）	 沖縄県教育会が代議員制となるのは一九一四年である。 「沖縄県教育 沿革概要」 『沖縄教育』二四八号、一九三七年四月（二九巻） 。なお、同会では一九〇五年から一九〇六年にかけて代議員制の導入について審議したものの「議纏らず遂に沙汰止み」となった経緯があった。以上、 「第一九回総会」 『琉球教育』一一一号、一九〇五年九月（一一巻Ｂ） 、 「沖縄教育会沿革大要」前掲『沖縄教育』三一号。
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27）	 『明治期沖縄県関係辞令書他』 （琉球大学附属図書館所蔵） 。
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